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全国的な背景と経緯

近年、 社会経済環境の変化に伴い、 生活困窮に至るリスクの高い人々や稼働年齢層を含む

生活保護受給者が増大しており、 平成す 6 年度と比較すると、 特に稼働年齢層と考えられる

｢その他世帯｣ の割合が大きく増加しています。

1 ー 1 図表 世帯類型別の保護世帯数と構成割合の推移

平成T6年度

被保護世帯 高齢者世帯 母子世帯 傷病 ･障害 その他の

総数 者 世帯

世帯数 9 9 7 ,乍4 9 4 6 5 ,6 8 0 8 7 ,4 7 8 3 4 9 ,8 4 3 9 4 ,す4 8

構成割合 乍0 0 .0 4 6 .7 8 .8 3 5 .1 9 .4

資料 :厚生労働省福祉行政報告例 (平成16年度)

約3 倍増
　　　　平成2 6年度

被保護世帯 高齢者世帯 母子世帯 傷病 障害 の他の

総数 者 帯

世帯数 鶴6 0亀3 8 0 7 5 7 ,↑1 8 1 0 8 ,2 9 9 4 5 4 ,9 8 2 2 8 0 ,9 8乍

構成割合 ず0 0 .0 4 7 .3 6 .8 2 8 .4 1 7 .5

(% )

資料 :厚生労働省被保護者調査 (平成26年8月概数)



桑名市の基礎調査の実施

全国的な背景などを踏まえ、増加傾向にある生活保護人員数などの桑名市基礎調査を実施

しました。

2 ー 8 図表 生活保護の人員数と世帯数
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2 - 1 0 図表 生活保護受給者の世帯分類
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生活保護世帯の分類では、 全国同様に高齢者世帯が 4 割を超過する
一方、 治療が必要とされ

る障害者世帯や傷病者世帯を除くと、平成 2 5 年度のその他の世帯のす2 3 世帯は全体の

乍6 .4 % となり、 全国的な割合とほぼ同様でした。
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計画の体系

この制度の目指す目標は ｢生活困窮者の自立と尊厳の確保｣ と ｢生活困窮者支援を通じた

地域づくり｣ となっていますので、 これらを踏まえ、 桑名市の基本理念などを次のとおりと

しました。

3 ー 2 図表 計画の体系

基 本 理 念

相談と支援で課題解決
~ ｢全員参加型｣ の新たな支援体系の創設~

基 本 目 標

G ) 生活困窮者主体の支援を提供

基 本 施 策

生活困窮者の内面からわき起こる意欲や想いが主体となり、 支援

員が寄り添って自立を支援します。

生活困窮者の自己選択、 自己決定を基本に、 状態に応じた自立を

支援します。

基 本 目 標

(2 ) 生活困窮者を地域で支える仕組みづくり

基 本 施 策

生活困窮者の早期把握のための地域ネットワ当クを構築します。
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生活困窮者主体の支援を提供

生活困窮者からの相談を受け、抱えている課題を評価 ･分析 (アセスメント) し、そのニー

ズを把握します。

その後、 把握したニーズに応じた支援が計画的かつ継続的に行われるよう、 プランを作成

し、 これに沿って相談支援員等が生活困窮者とともに、 生活困窮状態からの脱却をめざしま

す。

3 ー 3 図表 自立支援事業
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生活困窮者を地域で支える仕組みづくり

対象者が自らの声をあげることが不得手な場合も考えられますから、 民生委員を始めとし

て、 ボランティアなど地域の住民や組織、 団体の方々とともに、 対象者の早期把握や見守り

などの支援のために、地域の社会資源を活用し、 自立支援にも対応可能な地域ネットワーク

を構築していきます。

このネットワークの構築が、 地域で支える仕組みとなり、 この事業へ効果的につながるよ

うに努めます。

主管部局の設定

生活保護の相談のために来庁した方へ･生津風蕁孝自立認鷺嶋靴腰覆す番ことが･生活

保護に至る前の段階の自立支援策の強化を園老匙囮ご叢者難路等できgだめき生;割呆護業務を

所管する福祉総務課生活支援室を主管部局としました。

主管部局は、 平成 2 7 年乍月からの生活困窮者自立促進支援モデル事業を実施して、 平成

2 7 年 4 月からの生活困窮者自立支援法施行の円滑化をめざします。

相談窓口の設置

事業実施に伴って、 新しく相談窓口を市役所内に設け、 直接来庁はもちろんのこと、 電話

などにより相談を受け付けます。

これにより、 既存の各種制度や支援の早期提供が期待できますが、 内容によっては直接現

地へ出向いて相談を受ける出張相談も実施します。

官民連携した支援体制

この事業では、 既存の各種制度や支援を上手に活用して、 包括的な支援を提供することも

必要なため、 主管部局、 桑名公共職業安定所及び桑名市社会福祉協議会の3 者は特に緊密に

連携する体制を構築します。

このほか、 北勢地域若者サポートステーション、 三重県医療ソーシャルワーカー協会等、
　　　　　　　

多岐にわたる関係機関との連携体制を構築していきます。

さらに、 民生委員児童委員のほかボランティアといったインフォーマル部門なども、 生活

困窮者の発見や見守りには重要であることから、 ネットワーク拡充に努めます。
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3 図表 計画の推進のイメージ図

庁内関連部局 庁外関係機関

桑名市

社会福祉事務所

桑名
ニーズに応じた

公共職業安定所
各種支援団体

桑名市 三重県医療ソーシ

社会福祉協議会 ャルワーカー協会

北勢地域著者サポ

ートステーション

この事業の推進にあたっては、 事業内容などについて、 対象者アンケートや庁内関連部局

これらを基に生活困窮者自立支援事業運営推進協議会を開催し、 この計画の基本理念、 基

目標及び基本施策の推進にもとづく協議などを行うことにより、 計画管理につなげます。

これにより実効性と信頼性のある ｢全員参加型｣ の計画としていきます。
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